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交通事故件数の推移

交通死亡事故件数の推移

･令和３年の交通事故の発生は8７２件であり、前年と比較して３６件減少した。

･死亡事故件数については、前年と同件数の９件となった。

･飲酒運転による事故件数については、平成２４年から令和３年までゼロを維持。

Ⅰ．事業用バスの交通事故件数と交通事故死者数の推移

出典元：国土交通省

（単位：件）

（単位：人）

Ｈ２４年と比較し
て約６４％減

（単位：件）

1出展：警察庁「交通統計」
（公財）交通事故総合分析センター「事業用自動車の交通事故統計」

出展：警察庁「交通統計」
（公財）交通事故総合分析センター「事業用自動車の交通事故統計」
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バス事業における総合安全プラン２０２５

①乗客の死者数ゼロ

②令和７年（２０２５年）までに交通事故死者数をゼロとする。

③令和７年（２０２５年）までに重傷者数を１５０人以下とする。

④令和７年（２０２５年）までに人身事故件数を８００件以下とする。

⑤飲酒運転をゼロとする。

⑥令和７年（２０２５年）までに乗合バスの車内事故件数８５件以下とする。

⑦令和７年（２０２５年）までに貸切バスの乗客の負傷事故件数２０件以下とす
る。
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Ⅱ．目標達成のために講じた措置

１．飲酒運転等悪質な法令違反の根絶

（１）飲酒運転の根絶

例年、９月秋の全国交通安全運動に併せ「飲酒運転防止週間」を展
開し飲酒運転事故防止を図る

※ＡＳＫ飲酒運転防止インストラク
ター養成講座の受講の促進を図ってい
る
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「安全輸送決議」において、運転者及び運行管理者

の日常的飲酒についての指導を徹底するとともに、遠

隔地でのアルコールチェックの更なる実効性の確保に

努めることを決議

安全輸送決議

バス事業者は事業の内容を点検し、新た

な安全規制の効果的な推進に努めるととも

に、安全安心がすべてに優先することの決

意をもって、法令遵守はもとより、バスの

安全運行を図るため、業界を挙げて安全対

策事項を徹底すること

安全輸送決議
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（２）覚せい剤等使用運転の根絶

「安全輸送決議」において、覚せい剤等の使用運転防止に対しても

細心の注意を払うことを決議

（３）運転中の携帯電話・スマートフォンの使用禁止

「安全輸送決議」において、乗務中の携帯電話やスマートフォンの使用

の禁止を継続的かつ反復的に指導することを決議
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（１）対面点呼に代わる遠隔点呼の実施について周知

２．運行管理の強化
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運行管理者が運転者に対して、実効性のある

指導・監督が行えるよう、会員事業者に対し、

国土交通省作成の「指導・監督マニュアル」の

周知を図る

（２）「指導・監督マニュアル」の周知
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映像記録型ドライブレコーダー等により

得られたデータを交通安全教育及び添乗指

導等に活用

（３）映像型ドライブレコーダー等の活用
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３．各種事故防止への対応

毎年７月に「車内事故防止キャンペーン」を展開

運転者に対する発車時の安全確認や基本動作の徹底及び
ポスター・チラシを作成

貸切バス・高速バス・空港連絡バス等の利用者に対する
シートベルトの着用啓発等、車内事故の防止対策を実施

（１）車内事故防止対策
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車内事故の多くを占める高齢者の車内事故を

防止するため、バスが乗り入れている病院等、

高齢の利用者の多い施設等にポスターを掲示

交差点等における重大事故を防止するため、

「交差点右左折時には横断歩道の手前で一旦停

止」し、歩行者、自転車、他車の動向に注意する

習慣を確実に習得させるなどの安全教育の徹底

（３）交差点右左折時の事故防止対策

（２）高齢者事故の防止対策
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（５）安全対策及び事故防止対策の周知

（４）国土交通省メールマガジンの活用

重大事故事例を提供している国土交
通省メールマガジン（「事業用自動車
安全通信」）を未登録の会員事業者に
登録をして事故防止教育に活用しても
らえるよう働きかけている通省

８月２２日午前１０時頃、愛知県名古屋市の
名古屋高速道路において、高速乗合バスが乗客
を乗せ運行中横転・炎上した事故については、
同日、国土交通省より高速乗合バスの安全確保
の徹底について通達の発出があり、会員事業者
に対して改めて安全対策及び事故防止の徹底を
図るよう各都道府県バス協会を通じて依頼を行
った。 11



（６）バス事故の防止対策資料

バスにおける総合安全プラン及びバス

事故の傾向と安全運転に関するポイント

などをとりまとめた資料を令和３年９月

に改訂し、日本バス協会メールマガジン

で周知を行い会員事業者に対して安全教

育への活用を促した。

（新型コロナウイルス感染症対策、あお

り運転等追加掲載）
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４．運転者の健康起因事故防止

（１）会員バス事業者に対して、運転者の健康起因事故防止の
取組に活用してもらうよう下記の国土交通省作成のマニュ
アルを周知

記

・運転者の健康管理マニュアル

・ＳＡＳ対応マニュアル

・脳血管患対策ガイドライン

・心臓疾患大血管疾患対策ガイドライン

・視野障害対策マニュアル
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運転者の健康起因事故等のリスク軽減

を図るため、国の補助や運輸事業振興助

成交付金事業を活用し、衝突被害軽減ブ

レーキ、ドライバー異常時対応システム

（EDSS）、車線維持支援制御装置等の導

入を促進

（２）運転支援装置の導入
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毎年、会員バス事業者に対し、自動車の

安全確保のための予防的な点検・整備が確実

に実施されるよう国土交通省の「自動車点検

整備推進運動」の重点点検項目を周知

５．車両の点検整備の充実
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６．運輸安全マネジメントの推進

機関紙、ＨＰ掲載等による周知を図ると共に、地方バ

ス協会が運輸安全マネジメント講習会（地方バス協会の

講習会開催実績令和３年：４３回：令和２年：２８回）を開催し

受講促進を図る。

貸切バス事業者安全評価認定制度にて「運輸安全マネ

ジメント状況」を確認

令和４年春に「安全マネジメントに取り組みましょう」を

改訂（第３版）及び配布して会員事業者に対し安全教育に活

用を促した。

（バスにおける総合安全プラン、運輸防災マネジメント等を追

加掲載） 16



（１）貸切バス適正化機関との連携

地方バス協会は貸切バス適正化機関と連携し、貸切

バス事業の適正化を推進

（２）貸切バス事業者安全性評価認定制度の普及・拡大

貸切バス事業者安全性評価認定制度の認知度向上を

図るため、旅行業界及び利用者に対して周知

７．貸切バス事業者の安全性に関する取組み
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８．新型コロナウイルスに関する取組み

・バスの換気性能をＰＲ

・感染防止対策の取組への協力のお願い

（１）バスにおける新型コロナウイルス感染予防対策
ガイドラインの作成（６版）
（令和３年１１月３０日改訂）

（２）貸切バスにおける新型コロナウイルス対策
ガイドライン作成（３版）

（令和３年１１月２２日改訂）

（３）日本バス協会ＨＰ特設サイト「バスにおける
新型コロナウイルス感染予防への取組」を設置

（４）新型コロナウイルス等感染症対策の周知として、
「バスを安心してご利用いただくためのお客様への
お願いポスター」及び咳エチケットの徹底をするこ
との周知
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９．バス事故防止に関する取組み事例

冬期のバスの安全運行対策
についての講習

車内事故防止対策のＰＲ 乗客に対する安全対策「リーフ
レット」による周知
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